
要介護認定の適正化  

平成19年6月29日  

厚生労働省老人保健課  

課長補佐 日中 央吾   



要介護度別認定者数の推移  

H12．4末 H13．4末 H14．4末 H15、4末 H16．4末 日17．4末 H18・4末 H18・12末  

□要支援匝要支援1ロ要支援2ロ経過的〕口要介護1□要介護2   伸び  

ロ要介護3口要介護4園要介護5   が大きい  

（出典：介護保険事業状況報告他）   



・軽度変更率  葺度変更率   
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一次判定非該当者の重度変更率  

要介護認定における重度変更率を見ると、一次判定で「非該当」と判定された者の重  
度変更率は約7割となっており、他の要介護状態区分等の2～3割と比べて大きくなっ  
ている。  

二次判定  
全体における割合  

軽度変更率   一次判定と同じ区分   重度変更率   

非該当   3．6％  28．1％   71．9％  
要支援1   16．3％   1．1％   64．4％   34．5％  

次  

要介護1相当   33．5％   8．2％   77．0％   14．％  

判  
要介護2   13．6％   7．4％   73．5％   19．1％  

定  

要介護3   12．7％   6．3％   74．0％   19．7％  

要介護4   10．5％   13．3％   69．7％   17．0％  

要介護5   9．8％   2．9％   87．1％  

平成19年1月時点報告集計（平成18年4月～平成19年1月までの累積件数）   



要介護状態等区分の変更等の際に勘案しない事項について  

○特記事項・主治医意見書：基本調査結果と一致する記述  
記載のない対象者の状況  

○年齢  

○長時間を要する  

○参考指標の結果：参考指標はあくまで参考  

○認知機能■廃用の程度  

○対象者の意欲  

○施設入所・在宅Ⅰ住宅環境  

○家族の有無  

○抽象的な「介護の必要性」：具体的な記載が必要  

○対象者の希望  

○現在受けているサービス  

平成18年3月17日老発第0317002号  
厚生労働省老健局長通知   



介護認定審査会での誤った審査方法の有無と事務局の対応  



認定の遅延通知の実施害り合（∩＝1，663）  

平成18年度要介護認定実態調査報告書  

70％ 

L亡芸去．羞去†去；竿占＿▼芸去表ゎ芸占≡たく芸まない 時度隻認定査幸陪書   



認定までの流れ（事務手続き）と課題  

①判定結果が異なる（同じ一次判定ソフト   

を使用しているにもかかわらず重度変   

更、軽度変更にバラツキがある）  
〔  

主治医意見書・認  

定調査結果入手  審査会  

申請から認定までの時間（法律にて30日以内と規定） ②審査会運営にバラツキがある せ摺ほ比  

③要介護認定に要する時間が長い  

・手続きの遅延  

・物理的処理能力の限界   



研修事業（国）  

都道府県等職員研修事業  
一 要介護認定を担当している職員を対象  

一要介護認定業務の適切な運営に係る知識の修得が目的  

●  

調査指導員養成研修事業（平成19年度から）  

一各市町村等において認定調査員に対する日常的な指導   

的役割を担う専門家を養成し、各市町村における認定調   
査に係る体制の強化に資することを目的とする。  

一 平成19年度においては4000名以上の要介護■支援認定   

者を抱える市町村を対象としている。   

●  




